
神湯温泉大規模改修工事設計業務委託 特記仕様書

本業務委託は、『公共建築設計業務委託共通仕様書（令和３年改訂）』（以下「共通仕様書」という。）

のほか、魚沼市委託契約条項（令和４年魚沼市告示第１５９号）及び本特記仕様書に従い実施するも

のとする。

１ 業務目的

本委託業務は、神湯温泉の大規模改修工事に必要な設計図書の作成及び解体工事費積算業務を行う

ことを目的とする。

２ 設計業務に従事する者の資格

受注者は、建築士法に基づく１級建築士の資格を有する者を管理技術者と定め、設計業務に従事さ

せること。

３ 業務名称

神湯温泉大規模改修工事設計業務委託

４ 施設概要

（１）施設所在地 魚沼市清本583番地

（２）敷地面積 13,382㎡

（３）構造・階数 鉄筋コンクリート造・2階建て

（４）建築面積 3,055.46㎡

（５）延床面積 3,847.76㎡

５ 工事概要

（１）工事概要 ①温水ボイラー更新

（真空温水ヒーター2台更新、据付・撤去工事、搬入仮設工事、機械基礎工事、

試運転調整、煙道改修工事、電気工事等）

②浴槽昇温ポンプ更新

（浴槽昇温ポンプ2台更新、据付・撤去工事、試運転調整、電気工事等）

③温泉給水ポンプ更新

（温泉給水ポンプ1台更新、据付・撤去工事、試運転調整、電気工事等）

④受水槽更新

（受水槽1基、平架台1台更新、付帯設備工事、既設解体撤去工事等）

⑤冷却塔更新

（冷却塔1台更新、据付・撤去工事、試運転調整、電気工事等）

⑥濾過装置更新

（濾過装置4台、バイブラ装置2台、補給水ミキシング装置6台、超音波

装置2台更新、据付・撤去工事、付帯配管・配線工事、雑工事等）

⑦2階機械室給水給湯配管改修

（給水・給湯・ドレン管、弁類、電動二方弁装置更新、既設管撤去工事等）

⑧浴室給水給湯配管改修

（洗い場壁改修ライニング新設、雑工事、斫り補修、配管工事、シャワー

混合栓更新等）

⑨火災報知受信機更新

（火災報知受信機1台ほか関連機器更新、試運転調整、手続・試験立会、

システムデータ作成、既存回路試験等）



⑩高圧受変電設備更新

（高圧ケーブル、高圧気中開閉器・避雷器、変圧器・進相コンデンサー、

真空遮断器更新、試験・検査立会等）

⑪発生材処理

６ 業務にあたっての留意事項

一括再委託等の禁止（魚沼市委託契約条項（令和4年8月29日告示第159号）第3条）

第3条 受注者は、業務の全部を一括して、又は発注者が設計図書において指定した主たる部分を第

三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

2 受注者は、前項の主たる部分のほか、発注者が設計図書において指定した部分を第三者に委託し、

又は請け負わせてはならない。

3 受注者は、業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせようとするときは、あらかじめ、発注者

の承諾を得なければならない。ただし、発注者が設計図書において指定した軽微な部分を委託し、

又は請け負わせようとするときは、この限りでない。

4 発注者は、受注者に対して、業務の一部を委託し、又は請け負わせた者の商号又は名称その他必要

な事項の通知を請求することができる。

７ 法令の遵守

本設計の実施にあっては、建築基準法、消防法、その他関係法令規則等を確実に遵守すること。

８ 官公庁等手続

官公庁等への手続は、全て受注者の責任と負担において行うこととし、設計に計上すること。

９ 協議・調整

本委託業務を遂行するにあたり、関係機関との協議調整を行い、その結果を設計に反映させること。

10 提供資料

既存図の閲覧は、施設の安全性及び防犯上の支障を考慮し入札参加希望者のみとする。

既存図の閲覧を希望するものは、一般競争入札参加申請書の提出時に産業経済部観光課に申し出る

こと。

11 業務の実施

（１）業務の着手に際しては、事前に業務計画書を提出し、監督員の承認を受けること。

（２）業務の遂行上必要な資料で、市が所有する資料は原則貸し出しとし、業務完了と同時に返却す

ること。

（３）各成果図書及び書類については、事前に監督員の確認を受けること。

（４）成果品は全て発注者の所有とし、発注者の承諾を受けずにほかに公表、貸与又は使用させては

ならない。

（５）アスベスト含有建材等の使用がある箇所については、必要な処理費用を計上すること。

（６）工事実施に向けての工事工程の検討を行うこと。

12 地元関係者との交渉等

受注者は、地元関係者への説明、交渉等は、監督員等が行うものとするが、監督員等から指示があ

る場合は、受注者はこれに協力するものとする。これらの交渉にあたり、受注者は地元関係者に誠意

をもって接しなければならない。



13 土地の立入り等

受注者は、屋外で行う業務等を実施するため国有地、公有地又は私有地に立入る場合は、監督員及

び関係者と十分な協調を保ち業務等が円滑に進捗するように努めなければならない。また、第三者の

土地への立入りにあたっては、身分証明書を常に携帯しなければならない。

14 安全等の確保

受注者は、屋外で行う設計業務等に際しては、設計業務等関係者だけでなく、付近住民、通行者、

通行車両等の第三者の安全確保に努めなければならない。また、特記仕様書に定めがある場合には所

轄警察署、道路管理者、鉄道事業者、河川管理者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と緊密な

連絡を取り、設計業務等実施中の安全を確保しなければならない。

15 設計図書の作成

（１）実施設計書類 １部（Ａ４版及びエクセルデータで提出）

①工事費内訳書 ②見積書 ③数量計算書

（２）実施設計図書 １部（Ａ３版及びＰＤＦ、ＪＷＷデータで提出）

①特記仕様書 ②配置図 ③平面図 ④その他必要な図面

16 その他

本仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は速やかに監督員と協議し、その指示に従う

こと。


